
年度新規目標値）
2

4 4 4 4 4 4 4
基

4 3 - - - - -

1752  地籍調査事業

地籍調査事業実施面積
3

2 2 2 2 2 2 2
k㎡

1.55 0.07 - - - - -

政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

１．施策の実現状況を明らかにする
(１) 施策の内容

(２) 施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この施策に関わる施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 施策を構成する事務事業及び目標値の達成状況
事 務 事 業 名

No 推 移 ４ 年 後
事 務 事 業 目 標 指 標 （見込）

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績
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０４ ひとにやさしく安全・安心で活力あふれるまち
０１ 活力ある都市づくりの推進
０１ いつまでも住み続けたいまちづくり

都市政策課　主任主査  黒澤　滋

　「いつまでも住み続けたいまちづくり」として、都市計画や宅地開発および景観形成の指導、また地籍調査など、主に「

都市づくり」面について、各地域を単位とした大きな視点により推進します。

　また、建築物への指導や木造住宅耐震診断、市営住宅の提供、空家等の実態把握および被災者への住宅支援など、個々の

建物に関する総合的な施策により、相対的に各地域や全市を安全で快適に暮らせる都市への推進を行います。

　さらには、多くの市民が、育み・楽しみ・集うなど、日常的に使用できる公園を市民と協働しながら、適正に管理してま

いります。

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成34年度

暮

ら

し

住民基本台帳（９月末）による人口

1 55,600 56,100 56,500 57,000 57,000 -
人 55,211

- - - - - 0.0

平成30年度
平成29年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

1107  市営住宅管理運営事業

市営住宅入居率
1

100 100 100 100 100 100 100
％

100 100 - - - - -

1279  公園維持管理事業

遊具の更新基数（平成29



策

持・管理など、支援施

の

策のほか既

存施設の対

実

応について、課題と方

現

針を整理していきます

に

。

(３) 基本計画内

影

方針及び平成31年度

響

重点課題に基づく優先

す

順位の考え方
　「いつ

る

までも住み続けたいま

社

ちづくり」として、都

会

市づくりに効果的なも

環

の、安全・安心な事業

境

展開を優先的に取り組

変

み

ます。

化

(３) 基本施策との関連性

３．施策の実現に向けての取り組みを決定する
(１) 施策の達成（実現）に向けた基本計画内の取り組みと方針

様式Ｃ 最終更新日：平成 31年 4月26日 2頁
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都市政策課　主任主査  黒澤　滋

　前年同月比較において、住民の出入りが横ばいとなり、全体として人口増加率の鈍化が目立ち、首都圏等

政

への人口流出は

一定量

 

であると考えられるこ

 

とから、今後は、少子

 

高齢化により、市の人

 

口減少が予見されます

策

。

　また、長期間でみ

:

ると新規住宅着工件数

基

は減少傾向にあります

本

が、牧野林地区の開発

施

により、一時的に増加

策

しました。

　市内の公

:

園においては、大小１

施

９０余の公園がありま

 

すが、公園施設の老朽

 

化により、使用中止と

 

なる施設が増加傾向と

 

なっております。

　少

策

子高齢化や首都圏等へ

:

の人口流出がマクロス

施

ケールで考えられます

策

。

　また、本市の新規

担

住宅着工件数は、市街

当

化区域内における宅地

職

開発の程度と密接な関

・

係がありますが、社会

氏

経済や国の税

制改革な

名

どの要因が関係してお

２

り、社会の環境変化に

．

大きく左右されます。

施

　中心拠点等の整備や

策

交通結節拠点・産業拠

の

点計画の調査・検討を

実

行うこととし、市街化

現

区域については、開発

に

可能地の宅

地造成は民

向

間が主体で行われてい

け

ることから、当面の間

て

は民間活力により整備

の

することとし、恵まれ

現

た自然環境と共生した

状

安全快適な住宅地を確

を

保や雇用の場の創出、

認

さらには不足している

識

サービス施設の充実を

す

進めるため、官民一体

る

となり都市

づくりを進

(

めてまいります。

　雇

１

用の場の創出やサービ

)

ス施設の充実のため、

 

官民一体となり、中心

施

拠点等の整備や宅地開

策

発を含む都市計画の推

目

進、市

民協働による公

標

園施設などの継続した

の

維持管理を推進します

進

。

(２) 基本計画内

捗

の取り組みと方針のう

状

ち、平成31年度の重

況

点課題
　中心拠点等の

分

整備のための土地利用

析

転換にかかる関係機関

(

との協議を進めます。

２

　また、震災被災者支

)

援や木造住宅耐震化対

 

策のほか、空き家対策

施

、市営住宅や公園の維
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(４)所管実行計画事業費一覧
事 務 事 業 名 事    業    費    計    画    額

No 分 野 別 計 画
平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 ４ヵ年計

実 施 計 画 前 年 度 比 較 (%)

様式Ｃ 最終更新日：平成 31年 4月26日 3頁

後期基本計画 平成３１年度 施策方針書

０４ ひとにやさしく安全・安心で活力あふれるまち
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167  都市計画審議会事務

182 182 0.0 182 182 182 728

1107  市営住宅管理運営事業

1,309 1,266 3.4 1,309 1,309 1,309 5,236

1279  公園維持管理事業

19,198 18,960 1.3 19,198 19,198 20,730 78,324

1752  地籍調査事業

28,134 27,969 0.6 28,134 28,134 28,134 112,536

13714  木造住宅耐震化支援事業

1,449 1,436 0.9 1,449 1,449 1,449 5,796

13716  生活再建住宅支援事業

6,474 6,623 △2.2 6,474 2,000 2,000 16,948

13717  滝沢市被災者住宅再建支援補助事業

3,000 3,000 0.0 3,000 0 0 6,000

13719  空き家対策推進事業

221 221 0.0 221 221 221 884

13761  都市計画総務事務

10,370 1,045 892.3 588 588 588 12,134

14549  滝沢総合公園修景施設長寿命化事業

0 0 0.0 33,180 27,078 13,513 73,771


